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告 示

茨城県告示第478号

茨城県青少年のための環境整備条例 (昭和37年茨城県条例第60号) 第９条第１項の規定に基づき, 青少年に有害な

図書等として次のものを指定する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第479号

地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第158条第１項の規定に基づき, 次のとおり使用料の徴収事務を委託し

たので, 同条第２項の規定に基づき告示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 受 託 者 財団法人 茨城県企業公社

２ 委託の内容 つくばヘリポートの設置及び管理に関する条例 (平成３年茨城県条例第５号) 第15条に規定する

つくばヘリポートの使用料の徴収事務

３ 委 託 期 間 平成19年４月１日から平成20年３月31日まで

茨城県告示第480号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第54条の２の規定による介護機関について, 次のとおり指定した｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

…………………………………………

……………………………………………………………………
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種類 題 名 発行所等

図書 TATTOO LIFESTYLE ３月号
(タトゥー・ライフスタイル) マイウェイ出版株式会社

コ ー ド
所 在 地 サービスの種類 開 設 者

指 定
名 称 年月日

0870102894
アースサポート株式会社
水戸在宅サービスセンタ
ー

水戸市石川２－4202 訪問入浴介護
介護予防訪問入浴介護

アースサポート
株式会社

平成19年
３月１日

0870201118
あさがおケアサービス 日立市桜川町２－25－３

訪問介護
介護予防訪問介護
居宅介護支援事業

株式会社オヤマ
あさがおケア
サービス

平成19年
３月１日

0890100027
グループホーム水戸 水戸市笠原町1614－９

認知症対応型共同生活介護
介護予防認知症対応型共同生活
介護

医療法人 社団
愛優会

平成19年
３月１日



茨城県告示第481号

結核予防法 (昭和26年法律第96号) 第36条第１項の規定により, 次の医療機関を指定し, 同条第４項の規定により,

次の医療機関は, 指定を辞退したので広告する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

【申請】 ９件

【辞退】 ２件
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コ ー ド
所 在 地 サービスの種類 開 設 者

指 定
名 称 年月日

0890200017
小規模多機能型居宅介護
施設 豊友館

日立市折笠町560－２ 小規模多機能型居宅介護 医療法人佐々木
胃腸科外科

平成19年
３月１日

0812012300
サンシャイン・クリニッ
ク

つくば市谷田部6107－14 訪問看護介護予防訪問看護
医療法人社団み
なみつくば会

平成19年
３月１日

0862290038
すーぷねっと鹿嶋 訪問
看護ステーション

鹿嶋市宮津台188－17 介護予防訪問看護 医療法人 社団
善仁会

平成19年
３月15日

0870100575
デイ 緑岡 水戸市見川町1820－17 介護予防通所介護 社会福祉法人

親愛会
平成19年
３月18日

0871700456
井野ケアサービスセンタ
ー

取手市井野団地３－19－
101 居宅介護支援事業 アサヒサンクリ

ーン株式会社
平成19年
２月21日

0873101422
デイサービスほほえみ 茨城町奥谷2160 通所介護

介護予防通所介護
有限会社 さく
ら園

平成19年
３月６日

0873300925
有限会社グットフェイス 常陸大宮市田子内町3203 福祉用具貸与 有限会社グット

フェイス
平成19年
１月30日

№ 管轄保健所 名 称 所 在 地 指定年月日

１ ひたちなか コヤマ薬局津田店 ひたちなか市津田2950－３ 平成19年３月22日

２ 土浦 八郷整形外科内科病院 石岡市東成井2719番地 平成19年３月16日

３ 土浦 調剤薬局かなざわ 土浦市中村南４－４－32 平成19年３月19日

４ 土浦 ポプリ薬局中村店 土浦市中村南５－30－２ 平成19年３月19日

５ 土浦 ポプリ薬局桜町店 土浦市桜町３丁目５番２号 平成19年３月19日

６ 土浦 コヤマ薬局八郷店 石岡市東成井2179－３ 平成19年３月22日

７ つくば あけぼの薬局つくば手代木店 つくば市手代木1920－３ 平成19年３月13日

８ 古河 高野クリニック 古河市西牛谷1015－７ 平成19年３月２日

９ 古河 しばさきクリニック 古河市中央町１－２－30 平成19年３月23日

№ 管轄保健所 名 称 所 在 地 辞退年月日

１ 日立 コスモ調剤薬局川尻店 日立市川尻町６－44－14 平成18年10月23日

２ 古河 高野クリニック 古河市下辺見2333－１ 平成19年２月28日



茨城県告示第482号

母体保護法 (昭和23年法律第156号) 第15条第１項の規定により, 次の者を平成19年３月28日に受胎調節実地指導

員に指定した｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

氏 名 古 澤 由 梨

住 所 茨城県つくば市千現２丁目８番７

茨城県告示第483号

母体保護法 (昭和23年法律第156号) 第15条第１項の規定により, 次の者を平成19年４月４日に受胎調節実地指導

員に指定した｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

氏 名 伊 東 夕 佳

住 所 茨城県牛久市柏田町1581番地４ (308)

茨城県告示第484号

介護保険法施行令 (平成10年政令第412号) 第37条の７第１項の規定に基づき, 次のとおり指定したので, 同条第

６項の規定により公示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第485号

障害者自立支援法 (平成17年法律第123号) 第号46条第１項に規定する変更の届出があったので, 同法第51条第１

項の規定により告示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第486号

障害者自立支援法 (平成17年法律第123号) 第号46条第１項に規定する変更の届出があったので, 同法第51条第１

項の規定により告示する｡
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１ 調査員養成研修機関の名称及び住所
社団法人 茨城県福祉サービス振興会

茨城県水戸市千波町1918番地 茨城県総合福祉会館５F

２ 事務所の所在地 茨城県水戸市千波町1918番地 茨城県総合福祉会館５F

３ 指定年月日 平成19年３月30日

事業者の名称 事業所
の名称

サービス
の 種 類 事業所番号

変更内容 変 更
年月日変更事項 変更前 変更後

株式会社
東伸詫建 勇・遊・友 児童デイサー

ビス 0810100685 事業所の所在地
水戸市河和田
１－1704－１

水戸市中丸町
210－18

平成19年
１月26日



平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県告示第487号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第５条第１項の規定による大規模小売店舗の新設の届出について,

同条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び県北地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に茨城県県北地方総合事務所商工労政課に到着するよう提出してください｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

大和情報サービス株式会社

代表取締役 坂 倉 正 宏� 住所

東京都台東区上野七丁目14番４号

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

(仮称) アクロスプラザ笠間

笠間市寺崎123番地 外� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成19年11月23日� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

4,674㎡� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
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事業者の名称 事業所
の名称

サービス
の 種 類 事業所番号

変更内容 変 更
年月日変更事項 変更前 変更後

常陸大宮市社
会福祉協議会

常陸大宮市
社会福祉協
議会指定居
宅介護支援
事業所

居宅介護
重度訪問介護 0812500072 事業所の名称

常陸大宮市社
会福祉協議会
指定居宅介護
支援事業所

社会福祉法人
常陸大宮市社
会福祉協議会
障害福祉サー
ビス事業所

平成19年
４月１日

氏 名 又 は 名 称 住 所 代表者氏名

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東４－39－８ 舟 橋 政 男

株式会社西松屋チェーン 兵庫県姫路市飾東町庄266番地１ 大 村 禎 史

株式会社ユニクロ 東京都千代田区九段下一丁目13番12号 柳 井 正

未定 未定 未定



ア 駐車場の収容台数 301台

イ 駐輪場の収容台数 137台

ウ 荷さばき施設の面積 205㎡

エ 廃棄物等の保管施設の容量 43�� 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

(開店時刻) 午前９時

(閉店時刻) 翌午前０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時30分～翌午前０時30分

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

４箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後９時

３ 届出年月日

平成19年３月22日

茨城県告示第488号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出について,

同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び県西地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に茨城県県西地方総合事務所商工労政課に到着するよう提出してください｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

ファミリープラザ事業協同組合

代表理事 岸 照 雄� 住所

猿島郡境町122番地

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

Ｔ－ＰＬＡＣＥ

猿島郡境町122番地 外� 変更した事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

(変更前)
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(変更後)

� 変更する理由

退店及び代表者の変更による

３ 届出年月日

平成19年３月27日

茨城県告示第489号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 附則第５条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出で, 同

条第４項の規定により同法第６条第２項の規定による届出及び同法附則第５条第５項の規定により同法第５条第１項

の規定による届出とみなされるものについて, 同法第６条第３項の規定により準用する同法第５条第３項の規定及び

同項に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び県南地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に茨城県県南地方総合事務所商工労政課に到着するよう提出してください｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

株式会社ジョイフルカンパニー

代表取締役 本 田 昌 也� 住所

土浦市富士崎一丁目16番１号

２ 届出事項の概要
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氏名又は名称 住 所 代表者氏名 届出事項 変更年月日

株式会社マイカル 大阪府大阪市中央区久太郎町３－
１－30 岡 田 元 也

株式会社青木 水海道市室町3387 青 木 全 弘

有限会社セキド 千葉県東葛飾郡関宿町柏寺444－
15 関 戸 巌 退店 平成17年６月30日

古谷 博 猿島郡旭町724－９ 退店 平成17年４月30日

染谷 正樹 猿島郡境町若林2405 退店 平成17年11月30日

株式会社百貨堂 栃木県佐野市若松町347 小 野 章

株式会社ドラッグママダ 下館市横島230 田 所 英

氏名又は名称 住 所 代表者氏名 届出事項 変更年月日

株式会社マイカル 大阪府大阪市中央区久太郎町三丁
目１番30号 川 本 敏 雄 代表者名 平成18年５月17日

株式会社青木 常総市水海道室町3387 青 木 英 男 代表者名 平成16年４月21日

株式会社百貨堂 栃木県佐野市若松町347 小 野 博 史 代表者名 平成17年３月１日

株式会社ドラッグママダ 筑西市横島230 間々田 恵美子 代表者名 平成17年９月１日



� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ジョイフル本田 荒川沖店 インテリアセンター

土浦市中村南三丁目番外24番201 外� 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の閉店時刻

(変更前) 午後７時 (年間120日は午後７時30分)

(変更後) 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

(変更前) 午前８時30分～午後７時30分 (年間120日は午後８時)

(変更後) 午前８時30分～午後８時30分� 変更する年月日

平成19年３月29日� 上記�の変更に係るもの以外の事項
ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

2,981㎡

ウ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項� 駐車場の収容台数 123台� 駐輪場の収容台数 0台� 荷さばき施設の面積 45㎡� 廃棄物等の保管施設の容量 23�
エ 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

駐車場の出入口の数

３箇所

オ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後９時

３ 届出年月日

平成19年３月28日

茨城県告示第490号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 附則第５条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出で, 同

条第４項の規定により同法第６条第２項の規定による届出及び同法附則第５条第５項の規定により同法第５条第１項

の規定による届出とみなされるものについて, 同法第６条第３項の規定により準用する同法第５条第３項の規定及び

同項に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び県南地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見
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氏 名 又 は 名 称 住 所 代表者氏名

株式会社ジョイフル本田 土浦市富士崎一丁目16番２号 小 平 武



書を本日から４月以内に茨城県県南地方総合事務所商工労政課に到着するよう提出してください｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

株式会社ジョイフルカンパニー

代表取締役 本 田 昌 也� 住所

土浦市富士崎一丁目16番１号

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ジョイフル本田 荒川沖店 ペット・ガーデンセンター

土浦市中村南三丁目番外24番970 外� 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の閉店時刻

(変更前) 午後７時 (年間120日は午後７時30分)

(変更後) 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

(変更前) 午前８時30分～午後７時30分 (年間120日は午後８時)

(変更後) 午前８時30分～午後８時30分� 変更する年月日

平成19年３月29日� 上記�の変更に係るもの以外の事項
ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

1,981㎡

ウ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項� 駐車場の収容台数 257台� 駐輪場の収容台数 0台� 荷さばき施設の面積 150㎡� 廃棄物等の保管施設の容量 17�
エ 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

駐車場の出入口の数

６箇所

オ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後９時

３ 届出年月日
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氏 名 又 は 名 称 住 所 代表者氏名

株式会社ジョイフル本田 土浦市富士崎一丁目16番２号 小 平 武



平成19年３月28日

茨城県告示第491号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 附則第５条第１項の規定による大規模小売店舗の変更の届出で, 同

条第４項の規定により同法第６条第２項の規定による届出及び同法附則第５条第５項の規定により同法第５条第１項

の規定による届出とみなされるものについて, 同法第６条第３項の規定により準用する同法第５条第３項の規定及び

同項に基づき次のとおり公告する｡

その関係書類は, 本日から４月間茨城県商工労働部中小企業課及び県南地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

なお, この公告に係る大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持の見地からの意見を述べようとする者は意見

書を本日から４月以内に茨城県県南地方総合事務所商工労政課に到着するよう提出してください｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

株式会社ジョイフルカンパニー

代表取締役 本 田 昌 也� 住所

土浦市富士崎一丁目16番１号

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ジョイフル本田 荒川沖店

土浦市北荒川沖町879番３ 外� 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の閉店時刻

(変更前) 午後７時 (年間120日は午後７時30分)

(変更後) 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

(変更前) 午前８時30分～午後７時30分 (年間120日は午後８時)

(変更後) 午前８時30分～午後８時30分� 変更する年月日

平成19年３月29日� 上記�の変更に係るもの以外の事項
ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

12,945㎡
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氏 名 又 は 名 称 住 所 代表者氏名

株式会社ジョイフル本田 土浦市富士崎一丁目16番２号 小 平 武

株式会社ホンダ産業 稲敷郡阿見町若栗3418－110 本 田 理



ウ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項� 駐車場の収容台数 561台� 駐輪場の収容台数 50台� 荷さばき施設の面積 255㎡� 廃棄物等の保管施設の容量 41�
エ 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

駐車場の出入口の数

19箇所

オ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後９時

３ 届出年月日

平成19年３月28日

茨城県告示第492号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第５項の規定による大規模小売店舗の廃止の届出について,

同条第６項の規定に基づき次のとおり公告する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 届出者氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名� 名称及び代表者氏名

有限会社加治

代表取締役社長 加 治 和 行� 住所

水戸市八幡町９－24

２ 届出事項の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ライフマーケット

水戸市吉沢町字西割192－５ 外� 大規模小売店舗内の廃止前の店舗面積の合計

1,166㎡� 大規模小売店舗内の廃止後の店舗面積の合計

０㎡� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計が基準面積以下となった日

平成18年１月６日

３ 届出年月日

平成19年３月28日

茨城県告示493号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第８条第１項の規定に基づく市町村の意見の概要について, 同条第

３項の規定に基づき次のとおり告示する｡
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なお, 意見書は, 本日から１月間茨城県商工労働部中小企業課及び県北地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 大規模小売店舗の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ワンダーグー那珂店

那珂市菅谷字原前2431－１ 外� 届出の概要

ア 届出の種類及び届出の公告日

変更の届出 (第６条第１項)

平成19年２月15日

イ 変更した事項� 大規模小売店舗を設置する者 (法人にあっては代表者の氏名)

(変更前) 竹 内 成 一

(変更後) 竹 内 順 一� 大規模小売店舗において小売業を行う者 (法人にあっては代表者の氏名)

株式会社ワンダーコーポレーション

(変更前) 代表取締役 小 林 哲 美

(変更後) 代表取締役 宇津木 雅 美� 届出年月日

平成19年１月31日

２ 市町村の意見

特になし

茨城県告示第494号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第８条第１項の規定に基づく市町村の意見の概要について, 同条第

３項の規定に基づき次のとおり公告する｡

なお, 意見書は, 本日から１月間茨城県商工労働部中小企業課及び県北地方総合事務所商工労政課において縦覧に

供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 大規模小売店舗の概要� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ワンダーグー那珂店

那珂市菅谷字原前2431－１ 外� 届出の概要

ア 届出の種類及び届出の公告日

変更の届出 (第６条第２項)

平成19年２月15日
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イ 変更しようとする事項� 駐車場の位置及び収容台数

(変更前) 97台

(変更後) 156台� 来客が駐車場を利用することができる時間帯

(変更前) 駐車場１, ２ 午前９時30分～翌午前０時15分 (一部午後９時)

(変更後) 駐車場１, ２ 午前９時30分～翌午前０時15分

駐車場３ 午前９時30分～翌午前０時15分 (一部午後９時)� 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

(変更前) ４箇所

(変更後) ５箇所� 届出年月日

平成19年１月31日

２ 市町村の意見

特になし

茨城県告示第495号

森林法 (昭和26年法律第249号) 第29条の規定により, 次のように保安林を指定する予定である旨の通知があった

ので, 同法第30条の規定により告示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 指定を予定している森林の所在場所

桜川市真壁町酒寄字上山1956の１, 1957

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については, 主伐は, 択伐による｡

字上山1957

イ その他の森林については, 主伐に係る伐採種を定めない｡

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は, 当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする｡

エ 間伐に係る森林は, 次のとおりとする｡� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする｡

(｢次のとおり｣ は, 省略し, その関係書類を茨城県庁並びに桜川市役所に備え置いて縦覧に供する｡)

茨城県告示第496号

森林法 (昭和26年法律第249号) 第29条の規定により, 次のように保安林の指定を解除する予定である旨の通知が

あったので, 同法第30条の規定により告示する｡
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平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 解除を予定している保安林の所在場所

常陸太田市徳田町字熊穴1758 (国有林｡ 次の図に示す部分に限る｡)

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地

(｢次の図｣ は, 省略し, その図面を茨城県庁並びに常陸太田市役所に備え置いて縦覧に供する｡)

茨城県告示第497号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき, 道路の区域を次のように変更する｡

その関係図面は, 平成19年４月12日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 石岡築西線

３ 道路の区域

茨城県告示第498号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成19年４月12日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 河内竜ヶ崎線

２ 供用開始の区間 竜ヶ崎市字寺後3912番２番先から

竜ヶ崎市字寺後3919番４番先まで

３ 供用開始の期日 平成19年４月18日
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区 間 旧新の別 敷地の幅員 延 長 摘 要

メートル メートル

石岡市府中二丁目775番地１地先から

石岡市大字村上字柿岡道根104番２
地先まで

石岡市大字東大橋字八軒3120番２地先から

石岡市大字村上字柿岡道根104番１
地先まで

(Ａ)

旧

(Ｂ)

最大 17.6

最小 7.7

最大 49.8

最小 20.0

4,340

6,085

石岡市大字東大橋字八軒3120番２地先から

石岡市大字村上字柿岡道根104番１
地先まで

新 (Ｂ)
最大 49.8

最小 20.0
6,085 旧 道 移 管



茨城県告示第499号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき, 道路の供用を次のように開始する｡

その関係図面は, 平成19年４月12日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 路 線 名 県道 取手つくば線

２ 供用開始の区間 つくば市西大橋593番２番先から

つくば市下平塚903番１番先まで

３ 供用開始の期日 平成19年５月１日

茨城県告示第500号

電線共同溝の整備に関する特別措置法 (平成７年法律第39号) 第３条第１項の規定に基づき, 電線共同溝を整備す

べき道路を指定したので, 同条第４項の規定に基づき次のとおり告示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 水戸那珂湊線

３ 区 間 ひたちなか市田中後7363番７から

ひたちなか市釈迦町7038番まで

茨城県告示第501号

電線共同溝の整備に関する特別措置法 (平成７年法律第39号) 第３条第１項の規定に基づき, 電線共同溝を整備す

べき道路を指定したので, 同条第４項の規定に基づき次のとおり告示する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 道路の種類 県道

２ 路 線 名 常陸大宮御前山線

３ 区 間 常陸大宮市上町310番５から

常陸大宮市上町926番13まで

茨城県告示第502号

港湾法 (昭和25年法律第218号) 第39条第１項の規定に基づき, 常陸那珂港臨港地区内の分区の一部を変更したの

で, 当該分区の変更に関する図書を公衆の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

常陸那珂港港湾管理者 茨城県

代表者 茨城県知事 橋 本 昌

１ 分区の変更

ひたちなか市大字阿字ヶ浦町字千駄切地内の商港区の一部を工業港区に, ひたちなか市大字長砂字渚地内の商港

区の一部を工業港区に, ひたちなか市大字長砂字渚地内の修景厚生港区の一部を工業港区に, 東海村大字照沼字渚

地内の商港区の一部を工業港区に, 東海村大字照沼字渚地内の修景厚生港区の一部を商港区及び工業港区に変更す
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る｡

２ 縦覧の場所� 水戸市笠原町978番６

茨城県土木部港湾課� ひたちなか市新光町21番地

茨城県常陸那珂港湾事務所

茨城県告示第503号

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により, 取手

都市計画用途地域を変更したので, 同法第20条第１項の規定に基づき告示し, 同条第２項の規定に基づき, 当該都市

計画の図書を次の場所において縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 都市計画の種類

用途地域

２ 都市計画を変更する土地の区域� 第一種低層住居専用地域� 追加する部分 (その１)

守谷市薬師台二丁目の一部� �に係る規制の内容
建ぺい率50％以下, 容積率100％以下� 追加する部分 (その２)

守谷市けやき台三丁目の一部� �に係る規制の内容
建ぺい率40％以下, 容積率80％以下� 削除する部分

守谷市けやき台四丁目の一部� 第一種中高層住居専用地域� 追加する部分

守谷市けやき台四丁目の一部� �に係る規制の内容
建ぺい率60％以下, 容積率200％以下� 削除する部分

守谷市薬師台二丁目の一部

守谷市けやき台三丁目の一部

３ 縦覧場所

茨城県土木部都市局都市計画課

茨城県告示第504号

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第21条第２項の規定において準用する同法第18条第１項の規定により, 水戸・
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勝田都市計画道路を変更したので, 同法第20条第１項の規定に基づき告示し, 同条第２項の規定に基づき, 当該都市

計画の図書を次の場所において縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 都市計画の種類

道路 (３・２・31 昭和通り線)

２ 都市計画を変更する土地の区域

変更する部分

ひたちなか市 勝田中央の一部

大字武田, 字長堀の一部

３ 縦覧場所

茨城県土木部都市局都市計画課

茨城県告示第505号

下妻市から平成19年２月22日付けで協議のあった北大宝馬喰木地区土地改良事業 (かんがい排水) については, 土

地改良法 (昭和24年法律第195号) 第96条の２第５項において準用する同法第８条第１項の規定により, 平成19年３

月19日適当と決定したので, 関係書類を次のとおり縦覧に供する｡

なお, この決定については, 同法第96条の２第５項において準用する同法第９条第１項の規定に基づき, 縦覧期間

満了の日の翌日から起算して15日以内に土地改良事務所長に異議申出をすることができる｡

平成19年４月12日

筑西土地改良事務所長 川 俣 重 穂

１ 縦覧に供する書類

北大宝馬喰木地区土地改良事業 (かんがい排水) 計画書の写し

２ 縦覧の期間

平成19年４月13日から

平成19年５月15日まで

３ 縦覧の場所

筑西土地改良事務所

公 告

●○特定非営利活動法人の定款変更認証申請に関する公告

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第25条第４項の規定に基づき, 特定非営利活動法人の定款変更認証

申請について, 次のとおり申請があったので, 同条第５項において準用する同法第10条第２項の規定により公告する｡

なお, 当該定款変更認証申請に係る同項に規定する書類は, 平成19年５月30日まで, 茨城県生活環境部生活文化課

県民運動推進室 (水戸市三の丸１丁目５番38号 茨城県三の丸庁舎) において公衆の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 申請のあった年月日
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平成19年３月30日

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 鹿嶋ライフガードチーム

(設立認証：平成17年３月30日, 設立：平成17年４月11日)

３ 代表者の氏名

玉 置 暁 子

４ 主たる事務所の所在地

茨城県鹿嶋市小宮作1063

５ 定款に記載された目的

この法人は鹿嶋市内及びその周辺地域において, 海辺の監視・救助活動事業を行い, 事故防止・安全指導を通じ

ライフセービング活動の普及を図り, 地域社会への貢献を目的とする｡

●○特定非営利活動法人の定款変更認証申請に関する公告

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第25条第４項の規定に基づき, 特定非営利活動法人の定款変更認証

申請について, 次のとおり申請があったので, 同条第５項において準用する同法第10条第２項の規定により公告する｡

なお, 当該定款変更認証申請に係る同項に規定する書類は, 平成19年６月４日まで, 茨城県生活環境部生活文化課

県民運動推進室 (水戸市三の丸１丁目５番38号 茨城県三の丸庁舎) において公衆の縦覧に供する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 申請のあった年月日

平成19年４月３日

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 ビーイング

(設立認証：平成17年４月27日, 設立：平成17年５月２日)

３ 代表者の氏名

月 岡 宏 明

４ 主たる事務所の所在地

茨城県常総市菅生町1937番地２

５ 定款に記載された目的

この法人は, すべての人に対して陸上競技を中心としたスポーツ活動を学校や地域の枠を超えて行うことで, 多

世代の競技者が一堂に会してスポーツに親しむ機会と環境を作り, 世代間の交流と青少年の健全な育成を図り, 地

域スポーツ活動の普及と発展に寄与することを目的とする｡

●○茨城県立産業技術専門学院入学案内作成業務委託に係るプロポーザルの公募に関する公告

企画提案競争について次のとおり公告する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 企画提案競争に付する事項

｢茨城県立産業技術専門学院｣ 入学案内の作成

２ 企画提案競争の内容
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平成20年度の産業技術専門学院学院生入学募集にあたって, その効果的な広報媒体となるよう入学案内の企画提

案及び作成を求めるものである｡

３ 競争参加者の資格に関する事項� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号｡ 以下 ｢政令｣ という｡) 第167条の４第１項の規定に該当していない

者であること｡� 政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること｡� 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項 (平成８年２月29日茨城県告示第254号) に基づく競争入札参

加資格において, 大分類15 ｢公告・出版・催物｣ 小分類４ ｢印刷物｣ が◎で登録されている者であること｡ ただ

し, 茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく, 指名停止の措置を受けている者でないこと｡

なお, 新規に入札参加資格を得ようとする者は, 所定の資格審査申請書に必要事項を記入のうえ, 次に示す場

所に申請すること｡

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県会計事務局 会計第二課 電話：029－301－4875

４ 企画提案競争手続等に関する事項� プロポーザル実施要領の交付場所及び問い合わせ先

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県商工労働部職業能力開発課 企画・公共G 電話：029－301－3656� プロポーザル実施要領の交付期間

公告の日から平成19年４月19日 (木) 17時まで｡ ただし, 土曜日, 日曜日及び祝日を除く｡

５ 企画書の提出期限等� 提出期限 平成19年４月25日 (水) 17時まで� 提出先

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県商工労働部職業能力開発課 企画・公共G� プレゼンテーション 執り行わない

６ 企画書の無効

本公告に示した企画競争に必要な資格の無い者の企画書は無効とする｡

７ その他� 契約書作成の要否

要� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨� 業者決定後, 成果品の最終納品日は平成19年５月31日 (木) とする｡

なお, 詳細はプロポーザル実施要領による｡

●○県営土地改良事業計画

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第87条第１項の規定に基づき, 県営玉造地区土地改良事業 (経営体育成基盤

整備事業・区画整理) につき計画を定めたので, 関係書類を次のとおり縦覧に供する｡

なお, この計画については, 同条第６項の規定に基づき, 縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に茨城県

知事に異議申立てをすることができる｡
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また, 同条第７項の規定による決定に不服がある者は, 同条第10項の規定に基づき, 茨城県を被告として, 決定が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に異議申立て決定に対する取消しの訴えを提起することができ

る｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 縦覧に供する書類

県営玉造地区土地改良事業 (経営体育成基盤整備事業・区画整理) 計画書の写し

２ 縦覧の期間

平成19年４月13日から平成19年５月15日まで

３ 縦覧の場所

鉾田土地改良事務所

●○県営土地改良事業計画

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第87条第１項の規定に基づき, 県営玉造地区土地改良事業 (経営体育成基盤

整備事業・排水路工) につき計画を定めたので, 関係書類を次のとおり縦覧に供する｡

なお, この計画については, 同条第６項の規定に基づき, 縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に茨城県

知事に異議申立てをすることができる｡

また, 同条第７項の規定による決定に不服がある者は, 同条第10項の規定に基づき, 茨城県を被告として, 決定が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に異議申立て決定に対する取消しの訴えを提起することができ

る｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 縦覧に供する書類

県営玉造地区土地改良事業 (経営体育成基盤整備事業・排水路工) 計画書の写し

２ 縦覧の期間

平成19年４月13日から平成19年５月15日まで

３ 縦覧の場所

鉾田土地改良事務所

●○鹿島港港湾計画の変更の概要

港湾法 (昭和25年法律第218号) 第３条の３第９号の規定に基づき, 鹿島港港湾計画を次のとおり変更した｡

平成19年４月12日

鹿島港港湾管理者 茨城県

代表者 茨城県知事 橋 本 昌

１ 主な変更事項� 公共埠頭計画

イ 外貿埠頭計画

北公共埠頭地区

水深11ｍ 岸壁２バース 延長380ｍ

埠頭用地 22ha (荷捌施設用地及び保管用地)
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外港地区

水深10ｍ 岸壁２バース 延長340ｍ

埠頭用地 29ha (荷捌施設用地及び保管用地)

ロ 内貿埠頭計画

外港地区

水深7.5ｍ 岸壁１バース 延長130ｍ

埠頭用地 ４ha (荷捌施設用地及び保管施設用地)

ハ 内貿ユニットロード埠頭計画

外港地区

水深９ｍ 岸壁１バース 延長220ｍ

埠頭用地 ５ha (荷捌施設用地及び保管施設用地)� 専用埠頭計画

イ 専用埠頭計画

中央地区

水深9.7ｍ ドルフィン１バース

北地区

水深12ｍ 岸壁１バース 延長318ｍ� 水域施設計画

イ 泊地

北公共埠頭地区

水深13ｍ 面積３ha

水深11ｍ 面積１ha

北地区

水深13ｍ 面積１ha

水深12ｍ 面積２ha

水深10ｍ 面積２ha

南地区

水深13ｍ 面積２ha

水深10ｍ 面積９ha

外港地区

水深14ｍ 面積３ha

水深９ｍ 面積１ha

水深7.5ｍ 面積１ha

ロ 航路・泊地

北公共埠頭地区

水深13ｍ 面積24ha

北地区

水深13ｍ 面積35ha

南地区

水深13ｍ 面積38ha
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外港地区

水深14ｍ 面積47ha� 外郭施設計画

イ 防波堤

外港地区

中央防波堤 延長900ｍ (うち495ｍ工事中)� 臨港交通施設計画

イ 道路

臨港道路

外港公共１号線 起点 外港公共埠頭 終点 県道鹿島港線 ４車線

臨港道路

臨港中央連絡道 起点 外港公共１号線 終点 県道奥野谷知手線 ４車線� 水域施設計画 (交流)

イ 船だまり

新浜船だまり 泊地 水深２ｍ� 港湾環境整備施設計画

外港地区 緑地 11ha

北海浜地区 緑地 10ha

南海浜地区 緑地 ６ha� 大規模地震対策施設計画

イ 外港地区

水深10ｍ 岸壁１バース 延長170ｍ

緑地 ５ha

道路

臨港道路

外港公共１号線 起点 外港公共埠頭 終点 県道鹿嶋港線 ４車線� 小型船だまり計画

イ 北海浜地区

北海浜第二船だまり

防波堤 延長 450ｍ

２ 港湾計画の縦覧の場所

水戸市笠原町978番の６

茨城県土木部港湾課

●○常陸那珂港港湾計画の変更の概要

港湾法 (昭和25年法律第218号) 第３条の３第９項の規定に基づき, 常陸那珂港港湾計画の変更の概要を次のとお

り公告する｡
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平成19年４月12日

常陸那珂港港湾管理者 茨城県

代表者 茨城県知事 橋 本 昌

１ 港湾計画の変更の概要

平成８年５月７日付け茨城県報第750号により, その概要を公告した常陸那珂港港湾計画について変更した事項

は, 次のとおりである｡� 臨港交通施設計画

道路

� 港湾環境整備施設計画

緑地� 土地造成及び土地利用計画

２ 港湾計画の縦覧の場所

水戸市笠原町978番６ 茨城県土木部港湾課

●○開発行為の工事完了

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第29条第１項の許可に係る開発行為について, 次の区域の工事が完了したの

で, 同法第36条第３項の規定により公告する｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

高萩市大字高萩字向ノ坊72番５, 73番２の一部, 同番３, 同番７, 道路, 水路
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名 称 起 点 終 点 車 線 数

３ 号 線

８ 号 線

９ 号 線

中央ふ頭地区

臨港道路５号線

臨港道路５号線

臨港道路５号線

県道常陸那珂港山方線

県道常陸那珂港山方線

４

４

２

地 区 名 面積 (ヘクタール)

北 ふ 頭

西 部

－

10

地 区 名 面積 (ヘクタール) 用 途

中 央 ふ 頭

90

26

24

港 湾 関 連 用 地

工 業 用 地

交 通 機 能 用 地

北 ふ 頭
144

８

工 業 用 地

交 通 機 能 用 地

西 部

44

36

10

港 湾 関 連 用 地

工 業 用 地

緑 地



２ 事業主の住所及び氏名

高萩市大字高萩931番地

日豊運輸株式会社

代表取締役 沼 田 吉 則

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

神栖市知手字和手2974番267, 同番274, 同番251

２ 事業主の住所及び氏名

神栖市知手中央三丁目５番31号

梅 田 敦 則

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

石岡市鹿の子２丁目2671番４, 同番５

２ 事業主の住所及び氏名

石岡市鹿の子２丁目11番地43号

原 田 保, 原 田 澄 江

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

牛久市牛久町字五反田3312番６, 同番７, 同番８, 3313番５, 同番６

２ 事業主の住所及び氏名

牛久市牛久町3332番地

宮 � 冨 志, 宮 � 文 子

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

かすみがうら市加茂字立木山4531番44

２ 事業主の住所及び氏名

土浦市都和二丁目４番５号 県営都和アパート406号

熊 谷 晴 貴, 熊 谷 みゆき

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

かすみがうら市新治字二子塚626番７, 同番８, 同番10

２ 事業主の住所及び氏名

かすみがうら市稲吉二丁目21番25号 キティハイツ203

小 倉 昌 幸

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

つくばみらい市東栗山字蒲沼1385番２, 1387番１, 1774番２, 1775番

２ 事業主の住所及び氏名

つくばみらい市東栗山1385番地２

野 口 信 吉
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１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

稲敷郡阿見町大字小池字新地1516番８

２ 事業主の住所及び氏名

稲敷郡阿見町大字阿見4243番地２ ヴィラフォレストA－201号

福 岡 秀 昭

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

北相馬郡利根町大字中谷字切戸侍171番２, 173番２

２ 事業主の住所及び氏名

北相馬郡利根町大字中谷177番地

上 地 美奈子

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

結城郡八千代町大字栗山字下谷原236番２

２ 事業主の住所及び氏名

つくば市小野川14番地６

有限会社ひとは

取締役 堀 越 正 一

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡五霞町大字元栗橋字洲崎1979番３, 同番101

２ 事業主の住所及び氏名

埼玉県久喜市栗原三丁目４番地17 コーポ・アネックスA棟201

有限会社 イマントレーディング

代表取締役 レ. シェクエムティアーズ

１ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

猿島郡五霞町大字元栗橋字元割5146番３

２ 事業主の住所及び氏名

猿島郡五霞町大字元栗橋5146番地１

島 田 実

●○道路の位置の指定

建築基準法 (昭和25年法律第201号) 第42条第１項第５号に規定する道路の位置を次のとおり指定した｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌
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訓 令

茨城県訓令第27号

茨城県自家用電気工作物保安規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡

平成19年４月12日

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県自家用電気工作物保安規程の一部を改正する訓令

茨城県自家用電気工作物保安規程 (平成10年茨城県訓令第11号) の一部を次のように改正する｡

第２条第３号中 ｢その管理を委託した｣ を ｢指定管理者がその管理を行っている｣ に改める｡

第15条第３項及び第19条第１項中 ｢工事・改修完了報告書｣ を ｢工事完了報告書｣ に改める｡

別表第１を次のように改める｡
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指定番号 指定年月日
申 請 者

道路の位置
道路の幅員及び延長

氏 名 住 所 幅 員 延 長

鹿総建指令 メートル メートル

第 ２ 号 平成19年４月３日 和田 敏郎 東京都千代田区隼町
３番７号

行方市麻生字富士山
1547番73, 字黙翁山
1555番29

4.13 32.47
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別表第３中 ｢１年｣ を ｢３年｣ に, ｢工事・改修完了報告書｣ を ｢工事完了報告書｣ に, ｢２年｣ を ｢３年｣ に改め

る｡

様式第３号中 ｢協議願います｣ を ｢, 協議します｣ に,

改める｡

様式第４号を次のように改める｡
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｢

を

＊場内敷地図に工事箇所を朱筆で明示すること｡

＊関係図面添付 ｣

施 設 名

住 所

工 事 名 称

工 事 範 囲

(関係するものを○で囲む｡)

高圧引込み設備・高圧受変電設備・低圧配電

盤・低圧幹線・分電盤・動力盤・制御盤・自

家発・蓄電池・付帯設備

その他 ( )

工 事 予 定 期 間

工 事 担 当 者
課 (局・室・所)

電話番号

｢

に

＊構内配置図その他の関係図面を添付し, 当該図面上に工事箇所を朱書きで明示すること｡

｣

施 設 名 称

施 設 所 在 地

工 事 名 称

工 事 内 容

工 事 予 定 期 間

工 事 担 当 者
(所属・職氏名・電話番号を記入)
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様式第４号 (第15条第3項, 第19条第１項)

工事完了報告書

第 号

年 月 日

保安管理者

総務部管財課長 殿

(工事監理者・施設管理者)

印

年 月 日付け 第 号により協議した自家用電気工作物の (新設・増設・改修) が完了したので,

報告します｡

施 設 名 称

工 事 名 称

工 事 担 当 者

(所属・職氏名・電話番号を記入)

施 工 業 者

(会社名称・施工責任者氏名・電話番号を記入)



付 則

この訓令は, 公布の日から施行する｡

正 誤

平成19年３月30日付け茨城県報号外第53号中下記のとおり誤りがあったので, 訂正する｡
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ページ 行 誤 正

２ 下から
６行目 平成19年法律第号 平成19年法律第４号

毎週月・木曜日発行 (緊急事項は号外発行) (定価送料とも１月)休日の場合は繰下発行 金 ３, ０６０円

発 行 茨 城 県

購読申込先 〒310－8555 茨 城 県 水 戸 市 笠 原 町 978 番 ６
茨 城 県 総 務 部 総 務 課

電話番号 029 (301) １１１１ (代)


